
4 平成22年度 税制改正

◆�　「所得控除から手当へ」等の観点から、子ども手当の創設とあいまって、年少扶養親族（〜15歳）に対
する扶養控除（38万円）を廃止します。

◆�　高校の実質無償化に伴い、16〜18歳までの特定扶養親族に対する扶養控除の上乗せ部分（25万円）
を廃止します。
※　平成23年分から適用されます。

※　個人住民税についても同様の措置が講じられています。　
　　 （参考）●扶養控除（年少）：33万円 → 廃止　●特定扶養控除（16 〜18歳）：45万円 → 33万円
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■扶養控除の廃止と子ども手当のイメージ
・�　扶養控除（年少）の廃止については、所得税は平成23年分から、住民税は平成24年度分からの適用
となります。

・�　子ども手当は平成22年度については、月額1.3万円が支給されます（平成22年度における子ども手
当の支給に関する法律において措置）。
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［所得税］

（１月分の源泉徴収から）

※　23年度予算編成過程で検討。

（６月分の徴収から）

［住民税］

（22年度） （23年度） （24年度）

22.4 23.1 24.1 25.123.4

扶養控除の見直し
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◆�　金融所得課税の一体化の取組の中で個人の株式市場への参加を促進する観点から、平成24年から実施
される上場株式等に係る税率の20%本則化にあわせて、次の非課税口座内の少額上場株式等に係る配当
所得及び譲渡所得等の非課税措置を導入します。

［新契約］
一般生命保険料控除

４万円
（遺族保障等）

一般生命保険料控除
５万円

（遺族保障、介護保障、医療保障等）

新契約と旧契約の両方に
ついて控除の適用を受け
る場合は４万円を限度

新契約と旧契約の両方に
ついて控除の適用を受け
る場合は４万円を限度

介護医療保険料控除
４万円

（介護保障、医療保障）

個人年金保険料控除
４万円
（老後保障）

個人年金保険料控除
５万円
（老後保障）

〔適用限度額12万円〕

［旧契約］

◆�　生命保険料控除を改組し、各保険料控除の合計適用限度額を現行の10万円から12万円に引き上げます。
　⑴�　平成24年1月1日以後に締結した保険契約等（新契約）に係る生命保険料控除
　　�　新たに介護医療保険料控除を設け、一般生命保険料控除、介護医療保険料控除、個人年金保険料控除
のそれぞれの適用限度額を4万円とします（これにより控除の合計適用限度額が12万円に引き上がります）。

　⑵�　平成23年12月31日以前に締結した保険契約等（旧契約）に係る生命保険料控除
　　　従前と同様の一般生命保険料控除、個人年金保険料控除（それぞれの適用限度額5万円）を適用します。

生命保険料控除の改組

非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び
譲渡所得等の非課税措置の創設

（注�）非課税口座とは、非課税の適用を受けるため一定の手続により金融商品取引業者等の営業所に設定された 
上場株式等の振替記載等に係る口座をいいます。

1.　非課税対象　　：非課税口座（注）内の少額上場株式等の配当、譲渡益
2.　非課税投資額　：口座開設年に、新規投資額で100万円を上限 （未使用枠は翌年以降繰越不可）
3.　非課税投資総額：最大300万円《100万円×3年間［平成24年〜平成26年］》
4.　保有期間　　　：最長10年間、途中売却は自由 （ただし、売却部分の枠は再利用不可）
5.　口座開設数　　：年間1人1口座 （毎年異なる金融機関に口座開設可）
6.　開設者　　　　：居住者等 （その年1月1日において満20歳以上である者）
7.　導入時期　　　：平成24年から実施される上場株式等の20%本則税率化にあわせて導入
8.　口座開設期間　：平成24年から平成26年までの3年間の各年

平成24年
平成25年
平成26年

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目

非課税期間　最長10年

年間１人１口座開設可、
投資額は100万円まで

３年間で最大３口座、
300万円まで累積投資可能

７年目 ８年目 ９年目 10年目11年目12年目

■非課税措置のイメージ


